
令和 4年度 埼玉県民生委員・児童委員協議会事業計画書 

 

１．運 営 方 針 

   

(1) 一般財団法人として、新たな活動の広がりと質を高めていくため、社会の課題に対応しな

がら公益活動の推進を図る。 

(2)   市町村民生委員・児童委員協議会が連合体としての組織と機能が十分発揮されるよう、体

制の整備と会員相互の連携強化をすすめるとともに財政の確立を図る。 

(3)  住民の立場に立ち、住民の身近な相談・支援者としての、区域担当民生委員・児童委員の

活動の充実及び単位民生委員・児童委員協議会などでの組織的な活動展開を図り、個々の

民生委員・児童委員への支援と日々の活動に資するための研修の強化推進を図る。 

(4)  埼玉県及び埼玉県社会福祉協議会等との緊密な提携のもとに、新たな組織構成に基づく会

務の運営と事業の推進を図る。 

(5) 民生委員・児童委員一斉改選による任期満了に伴い、本会役員の新体制の整備と強化推進

を図る。 

(6) 「民生委員制度創設 100 周年活動強化方策」および「児童委員制度創設 70 周年全国児童委

員活動強化推進方策 2017」の一体的な取り組みの推進を図る。 

  

 

２．重 点 目 標 

   

(1) ４部会が中心となって民生委員・児童委員活動の充実発展と強化推進を図り、全ての委員

を支援する。 

(2) コロナ禍における新たな活動や事業スタイル(様式)の確立を図り、民生委員・児童委員が 

地域でより活動しやすい環境を整備する。 

(3) 市町村民児協組織の整備を推進する。 

＜特に自主運営体制、専門部会（委員会）活動を促進する。＞ 

(4) 生活福祉資金借受世帯の相談援助活動を推進する。 

(5) 「100 周年活動強化方策」に基づく取り組みを進めていくために、県内の単位民児協、市

町村民児協「地域版活動強化方策」の作成や取り組みを支援し、県内の実情と課題を把握

して埼玉県版活動強化方策について計画的に進める。 

(6) 民生委員・児童委員による災害時要援護者支援活動の強化・充実を図る。 

(7) 民生委員・児童委員の適切な人材確保に向けた環境を整備する。 

(8)  定款による執行体制、定款及び内部規程に沿った業務遂行により内部充実の整備と強化を

推進する。 

(9)  民生委員・児童委員一斉改選の年にあたり、各市町村の民生委員・児童委員の個別支援活動

や民生委員・児童委員協議会の組織活動が滞りなく円滑に実施されるよう支援を図る。 



３．事 業 概 況 

 

 (1) 実施事業 

    

ａ 生活相談等活動推進事業 

 

ア 福祉相談推進事業 

   個々の民生委員・児童委員の知識・技術の向上を図るため、次の事業を実施する。 

   ・生活福祉資金貸付制度説明会 [県社協と共催]  

  生活福祉資金貸付制度の理解と民生委員・児童委員及び市町村社協の役割や連携

を確認し、地域住民への支援活動の充実強化を目的として開催する。 

        本貸付制度の普及・周知のため、さいたま市民生委員児童委員協議会と一緒にな

ってＰＲ活動を行う。 

 

・民生委員実費弁償費の交付 

  各市町村民生委員・児童委員協議会における生活福祉資金の貸付調査・償還指導

の促進を図るために、「民生委員実費弁償費」を交付する。（４月１日現在の定数に

基づき、民生委員１人あたり 2,000円 ※主任児童委員除く。） 

 

・孤立防止推進事業 [県社協と共催または後援] 

  安心・安全な地域社会を目指し、民生委員・児童委員等の役割や連携を確認し、

地域の見守り活動等に生かして活動することにより、地域福祉活動を推進させる。 

 

・民生委員・児童委員による交通事故防止・防犯等に係る声かけ運動への協力 

  埼玉県及びさいたま市民生委員児童委員協議会と連携し、民生委員・児童委員が

見守り支援活動の一環として実施している高齢者世帯訪問活動時に、交通事故防止

や悪質商法等による被害の防止を呼びかける「民生委員・児童委員による交通事故

防止・防犯等に係る声かけ運動（お達者訪問大作戦）」の活動を支援する。このこ

とにより、埼玉県警察本部の振り込め詐欺犯罪の抑止と検挙に協力する。 

 

・在宅福祉活動の推進 

  各種研修、研究協議の場に民生委員・児童委員を派遣することにより、民生委員・

児童委員が在宅要援護者及び家族に対する福祉活動の知識及び技術を習得し、それ

を活かして活動することにより、在宅福祉活動を推進させる。 

 

・民生委員・児童委員活動に資するため、市町村民児協及び単位民児協研修用「視聴

覚教材」の提供（研修ＤＶＤ、動画配信）。 

 

     ・各市町村民生委員・児童委員協議会研修会等への講師（本会職員）派遣 



イ リーダー研修事業 

各民児協でリーダー的役割を果たす民生委員・児童委員を次の研修等へ参加し、そ

の能力の向上を図る。 

・全国民生委員指導者研修会(全国民生委員大学)  

・民生委員・児童委員リーダー研修会  

 

ウ 埼玉県民生委員・児童委員大会開催事業 

「第４８回埼玉県民生委員・児童委員大会」を埼玉県と共催して開催する。 

〔さいたま市／埼玉会館 大ホール ９月５日（月）〕 

県内各地域から民児協代表者及び関係者の参集を得て、当面の活動方針を樹立す

るとともに、県知事功労章、優良民生委員・児童委員協議会表彰、永年勤続単位民

生委員・児童委員協議会会長表彰を実施することにより、より一層の団結と連帯及

び士気の高揚を図る。 

 

ｂ 民生委員・児童委員協議会育成・指導事業 

 

ア  地区別協議事業 

市町村民生委員・児童委員協議会会長連絡会議を４ブロック（東西南北）において開

催し、民児協活動及び運営の諸課題等について研究協議を行う。（予定） 

東部 ６／２９ 春日部市  西部 ７／８ 狭山市   

南部 ７／１１ 川口市   北部 ７／５ 行田市 

 

イ 民児協育成事業 

・指定民生委員・児童委員協議会の活動援助 

４地区の民生委員・児童委員協議会を指定（第 25 期）し、助成するとともに、活

動を援助することにより、民生委員・児童委員協議会を育成する。 

※ 全国社会福祉協議会の事業による２地区の民児協も含む。 

 

ｃ 活動調査研究事業 

 

ア 分野別活動調査研究事業 

４部会を開催して、民生委員・児童委員及び民児協の活動等の強化・充実を図り、全

ての委員を支援する。 

・研修部会      （部会員１７名） 

  一斉改選の年に当たり、より一層研修が重要なので、３事業に取り組む。 

① ゼロから学ぶリモート会議のいろは 

② 親子を取り巻く諸問題の実態と解決策 

③ 福祉に興味のある方々（特に大学生）に向けた、民生委員・児童委員に関する

講義への講師派遣 

  埼玉県社会福祉協議会が埼玉県から受託実施する民生委員・児童委員のための次の 



研修事業に一緒になって取り組む。 

  ①会長・副会長研修 ②課題別研修 ③主任児童委員研修 ④新任研修 

 

・地区民児協支援部会 （部会員１７名） 

  民生委員・児童委員活動の参考になるよう、４つのテーマ毎に６２市町村民児協会

長との意見交換会を実施する。 

① 一斉改選 

② 地区民児協の運営 

③ 他機関との連携 

④ 会長のお悩み相談室 

 

・広報部会      （部会員２０名） 

①埼玉県民児協だよりの発行（４月、７月、１０月、２月） 

       ②民生委員・児童委員、主任児童委員ＰＲ活動 

○ラジオ放送 

県内１１局のＦＭコミュニティ放送局からのＰＲ活動放送 

県政広報ラジオ（ＮＡＣＫ５） 

       ○広報誌 

        埼玉県広報誌「彩の国だより」 

        市町村広報誌 

       ○民生委員・児童委員、主任児童委員のＰＲチラシ 

        活動を周知するチラシの作成・配布 

       ○イベントへの参加 

        活動紹介パネル等を活用したＰＲ 

       ③ホームページの改修 

       ④民生委員・児童委員のための活動ハンドブックの作成 

⑤新任部会員に対する広報に関する研修の実施 

 

・主任児童委員部会   （部会員６７名） 

  主任児童委員認知度、不登校児童、児童虐待、貧困・ヤングケアラーの４つの課題

に応じた分科会を設置し、各分科会において関係機関との意見交換や情報収集を進め

る。 

  ①主任児童委員認知度アップ 

   ○主任児童委員ＰＲ用パンフレットのひな型の作成 

   ○活動ハンドブックの作成 

  ②不登校児童 

   ○関係機関との意見交換による連携体制の強化 

   ○主任児童委員活動について市町村をまたいだ情報共有 

③児童虐待 

   ○関係機関との意見交換による連携体制の強化 



   ○問題の発生を未然に防ぐ体制づくり 

  ④貧困・ヤングケアラー 

   ○行政や関係機関との連携を強化し、問題解決に向けた取り組みを進める 

   ○ヤングケアラー問題の実態について、県内の主任児童委員に対する情報発信 

 

イ 活動調査事業 

・市町村民児協の活動を把握するため、「民生委員・児童委員の日」（５月１２日）及

び「民生委員・児童委員の日 活動強化週間」（５月１２日～１８日）における市町村

民児協の取り組み状況調査を行う。 

・県外の情報を調査するため、次の会議に民生委員・児童委員及び職員等を派遣する。 

第９１回全国民生委員児童委員大会（愛知県 １０月１９日～２０日） 

全国社会福祉大会        （東京都 １２月１３日／予定） 

関東ブロック内における都県・指定都市が実施する民生委員・児童委員大会 

都道府県・指定都市民児協事務局会議 

・一斉改選後の各法定単位民児協会長・副会長及び定数・現員数等の現状を把握するた

め調査を行う。 

 

ウ 研究協議事業 

新たな課題、共通課題等を研究協議するため、次に掲げる連絡会及び研究協議会へ、民

生委員・児童委員を派遣する。 

・民生児童委員・保護司連絡会 

民生委員・児童委員と保護司との連絡会を県社協、県保護司会連合会、さいたま市

保護観察所と共催し、連携方法等について協議する。 

・関東ブロック民生委員児童委員活動研究協議会（浜松市 ７月２８日～２９日） 

・全国児童委員・主任児童委員活動研修会（動画配信） 

 

ｄ 共同募金事業への協力事業 

 

地域福祉を推進させるため、共同募金会事業に対し、次のような協力を実施する。 

・民生委員・児童委員及び市町村民生委員・児童委員協議会への街頭募金活動等、共同募

金活動協力依頼 

・共同募金事業について、本会広報誌に掲載し、普及・啓発を図る。 

・共同募金事業に係るチラシを各種会議で配布する。 

 

 

(2) その他事業 

   

ａ 互助共励事業 

 

ア 互助事業 



・全国民生委員互助事業（死亡、弔慰、各種見舞、退任慰労）を運営する。 

・埼玉県民生委員・児童委員互助事業の運営 

・互助事業運営委員会の開催 

・会員の「個別管理基礎調査票」の整備 

 

イ 共励事業 

・理事、監事及び評議員県外視察研修 

 

ｂ 弔慰事業 

物故民生委員・児童委員に対し弔慰規程による弔慰を行う。 

 

 

ｃ 退職役員等交流事業 

・退職役員等との交流を通じて得られる知識を活かして、本会活動等の推進を図る。 

・本会の前役員等で構成する「彩の国すこやか会」の運営に協力する。 

 

 

(3) 法人の運営 

    

ａ 会務の運営 

 

次の諸会議を開催して、本会運営の基本方針、事業推進の要領を定め、事業の展開を図る。 

・ 正副会長会議  随時 

・ 理事会       年６回程度 １）５月１０日  

                ２）５月２５日  

３）７月中旬  

４）１１月中旬 

５）Ｒ５年１月中旬 

                   ６）Ｒ５年３月中旬 

 

・ 評議員会    年４回程度 １）５月２５日 

                ２）７月下旬  

                 ３）Ｒ５年１月中旬 

                 ４）Ｒ５年３月下旬  

・ 監 事 会   年１回    ４月２８日 

・  総務特別委員会  随時 

・  市町村民生委員・児童委員協議会会長会議 １２月中旬頃 ※改選期のみ開催 

・  市町村民生委員・児童委員事務担当者連絡会議 日程調整中 

 

ｂ 民児協会長手帳その他の関係資料等の斡旋、配布 
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